
平成 29年度税制改正大綱住劣

第一平成29年度税椒改正の基本的考え方

税制改正に当たっては、足下の経済情勢への適切な対応が重要である一方、中長期的課題にも責

任をもって取り組まなければならない。税制は経済社会のあり方に密接に関連するものであり、今

後とも、格差の固定化につながらないよう機会の平等や世代間・世代内の公平の実現、簡素な制度

の構築といった考え方の下、検討を進める。「経済再生なくして財政健全化なし」との基本方針の下、

経済再生と財政健全化を両立させることがわが国の最重要課題であり、2020年度の基礎的財政収支

黒字化目標との整合性を念頭に置く必要がある。このため、消費税率 10%への引上げを平成 31年

10月1日に確実に実施する。あわせて実施される低所得者への配慮のための軽減税率制度について、

事業者の準備状況等を検証し、制度の円滑な導入・運用に万全を期す。
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